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新型コロナウイルスワクチン接種状況と接種証明書の活用に関する意識

2021年 910月の調査（JACSIS 研究)
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目的 新型コロナウイルスワクチン接種状況と，旅行や飲食店利用など経済活動の活性化に向けた

接種証明書（ワクチンパスポート）の活用に関して人々の意識を明らかにすることを目的とし

た。

方法 2021年 910月に実施された「日本における COVID-19問題による社会・健康格差評価研究

（JACSIS 研究）」のデータから，最終学歴および職業ごとのワクチン接種率と接種率比を算出

した。また，「ワクチン接種済み（2 回）」群と「ワクチンの接種を希望しない」群に分けて

「ワクチンを接種した（しない）理由」をそれぞれ分析した。さらに，ワクチンパスポートを

「経済回復のために活用すべきだ」と考える割合と性・年齢階級・職業・最終学歴や政府のワ

クチン情報の信頼などとの関連を分析した。

結果 27,423人の調査参加者（2079歳女性13,884人，男性13,539人）のうち，「ワクチン接種済

み（2回）」が20,515人（74.8），「接種したくない（接種希望なし）」が1,742人（6.3）であっ

た。ワクチン接種率は性で差がなく，『大学・大学院卒業者』は『高校卒業者』に比べて有意

に接種率が高かった（調整済み接種率比，1.0995信頼区間1.071.12）。職業別では『事

務職』に対する『専門・技術職』の調整済み接種率比は1.05（95信頼区間1.011.09）であっ

た。「ワクチン接種済み（2 回）」群のうち，接種した理由で最も多かったのは「家族や周りの

人に感染させたくないから」の53.0だった。一方で，接種したくない理由で最も多かったの

は「副反応が心配だから」の44.5だった。ワクチンパスポートについて「経済回復のために

活用すべき」と答えたのは「ワクチン接種済み（2 回）」群で41.8であり，「接種したくない」

群で12.2であった。職業別では『営業販売職』（40.4）で最も高かった。この割合は，「政

府のワクチン情報を信頼している」群（49.5）では「どちらでもない」群（27.5）に比べ

て有意に高かった（P＜0.01）。

結論 学歴や職業でワクチン接種率に差があること，政府のワクチン情報を信頼する人ほどワクチ

ンパスポート活用に肯定的であることが明らかになった。しかし，経済活動の活性化のための

ワクチンパスポート活用に関して，人々の期待や関心は社会全体では高くないことが示唆され

た。

Key words新型コロナウイルス，新型コロナウイルスワクチン，接種記録証明書，ワクチンパス

ポート，ワクチン忌避，ワクチン・検査パッケージ
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 緒 言

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は2019

年末に中華人民共和国湖北省武漢市で初報告された

のち，わずか数か月で世界的に拡大し2020年 3 月か

ら 2 年以上にわたってパンデミックの状態が続いて

いる。COVID-19のパンデミックは未知の新興感染

症の世界的流行と健康格差の拡大という直接的な公

衆衛生上の脅威をもたらした。COVID-19の特徴は

それだけでなく，世界中でその対策として程度に差

はあったものの都市封鎖（ロックダウン）が実施さ
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れ1,2)，同時多発的な医療保健システムの機能不全

および経済停滞の原因となり，間接的な公衆衛生上

の脅威をもたらした。2021年から各国で本格的に実

施された新型コロナウイルスワクチン接種プログラ

ムの進展により， 2022 年以降，多くの国で

COVID-19対策からの「出口戦略」が議論され，医

療保健システムの正常化とともに経済活動の活性化

が喫緊の課題となっている。

わが国においても，2020年 4 月に COVID-19感

染拡大抑制を目的に初めて緊急事態宣言が発出さ

れ，事実上の経済活動の制限が実施され（感染の拡

大に合わせて地域によっては2021年 9 月までに合計

4 度発出），深刻な経済停滞の要因となった。この

対策として，政府は全世帯への布マスクの配布や全

住民への特別定額給付金（10万円給付）を行うとと

もに，「Go To キャンペーン」として旅行（トラベ

ル）・外食（イート）・イベントに補助金を出す経済

刺激策を実施した。しかしながら，感染対策と経済

活動のバランスの難しさから，「Go To トラベル

キャンペーン」は2021年 1 月をもって全国的な運用

は休止状態が続いている（2022年 5 月時点)3)。

感染制御と経済活動が調和した対策のため，わが

国において希望する国民への 2 回のワクチン接種完

了に一定の目処が立った2021年11月に，政府は「ワ

クチン・検査パッケージ制度」の概要を公表してい

る4)。ワクチン・検査パッケージ制度の定義は「飲

食店やイベント主催者等の事業者が，入店者・入場

者等の利用者のワクチン接種歴または検査結果の陰

性のいずれかを確認することにより，感染リスクを

低減させ」るものであり4)，「予防接種済証等（電

子的なワクチン接種証明書を含む）」などでワクチ

ン接種歴を確認するとしている5)。こうした予防接

種済証は「ワクチンパスポート」と呼称され，厚生

労働省など政府機関において正式名称として用いら

れていないものの，多くの自治体のウェブページな

どで一般的に用いられている。「ワクチン・検査パッ

ケージ制度」についても概要案が示されたのみで全

国的な運用は始まっていないものの5)，電子的なワ

クチン接種証明書は政府により「新型コロナワクチ

ン接種証明書アプリ」として2021年12月20日に正式

に運用が開始され（スマートフォンアプリが App

Store および Google Play で公開)6)，デジタル庁に

よると電子発行件数は 2022年 5 月 22日時点で

7,399,597件と報告されている7)。

こうした背景から，経済産業省は2022年 4 月に

Go To イベントキャンペーンをリニューアルし

「イベントワクワク割」として運用を予定している

ことを公表した8)。「イベントワクワク割」ではイ

ベント主催者が，ワクチン接種履歴または陰性の検

査結果の確認を行い，それによってイベント参加者

がチケット代の割引を受けられるという制度であ

り，経済活動の活性化に向けたワクチンパスポート

の活用を意図した制度設計になっている（ただし，

2022年 5 月時点で運用開始時期は未定)8)。した

がって，ワクチンパスポート活用の社会実装が準備

される中，こうした制度を国民が幅広く公正に，積

極的に活用しうるか検討が必要である。本研究は，

新型コロナウイルスワクチン接種状況と，旅行や飲

食店の利用など経済活動の活性化に向けたワクチン

パスポートの活用に関して人々の意識を明らかにす

ることを目的とした。

 研 究 方 法

. 分析データ

2021年 910月に実施された「日本における

COVID-19問題による社会・健康格差評価研究

（ JACSIS 研究）」のデータを用いた。この研究で

は，インターネット調査会社のパネル会員である全

国の1681歳の男女31,000人を対象に調査を実施し

た。性・年齢・都道府県ごとにパネル会員からラン

ダムサンプリングを行い，インターネット調査を依

頼した。調査項目には住民の生活・健康・社会・経

済活動に関する各種の質問に加え，COVID-19に関

連した質問が含まれている。本調査は同様の先行調

査が2020年 89 月，2021年 2 月にそれぞれ実施され

ており，「Go To トラベル」制度を利用した旅行者

が発熱などの症状を経験した割合が高かったこ

と9)，コロナ禍で収入が減少した人は歯の痛みを感

じる頻度が1.4倍多いこと10)など，コロナ禍におけ

る幅広い健康・医療問題について報告がなされてい

る11～28)。本調査の調査期間は2021年 9 月27日から

10月29日であり，2020年の先行調査に回答した

33,081人に回答を依頼し，22,838人の回答があった

（回答率69.0）。その上でさらに新しい参加者を募

り回答数が合計31,000人に達した段階で回答受付を

終了した29)。本研究では調査時点で成人（20歳以上）

かつ 5 歳階級区分での分析のため1619，8081歳を

除外した。

インターネット調査に応じた人の人口属性的な偏

りを最小化し，日本の人口構成に準じた推定値を得

るために，2016年国民生活基礎調査の人口分布に基

づいた重みを逆確率重み付け法（inverse probability

weighting）で算出した。この重みを不正解答を除

いた調査参加者（28,175人）に当てはめ，平均が 1

になるように標準化した重みを統計解析に用いた。

欠損値について，本調査ではいずれの質問に対して
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も無回答がないように設定されている。本研究は大

阪国際がんセンター倫理審査委員会（承認番号

200846，2020年 6 月19日）と国立がん研究センター

研究倫理審査委員会（承認番号2020447，2021年

1 月22日）の審査と承認を受けて実施した。

. ワクチン接種状況の定義

ワクチン接種状況は◯「ワクチン接種済み（2 回）」，

◯「ワクチン接種済み（1 回）」，◯「接種を希望」，

◯「様子を見てから接種したい」，◯「接種したく

ない」の 5 つに分類した。◯「ワクチン接種済み

（1 回）」には【すでに 1 回接種し，2 回目を待って

いる】，【すでに 1 回接種し，2 回目は接種しなかっ

た】，【すでに 1 回接種した（1 回のみのタイプ）】

の選択肢が含まれる。また，◯「接種を希望」には

【接種したいが，持病・アレルギー等の理由で接種

できない】および【接種したい・1 回目を待ってい

る（予約した等）】の選択肢が含まれる。

. 所得の変化と政府への信頼

所得の変化などについて，「あなたは，最近 1 年

間に，下記のような出来事がありましたか」の設問

の【所得が減った】に対して，「あった」，「なかっ

た」，「該当なし（もともと仕事をしていない等）」

の選択肢が，「あなたは，最近 2 か月間に，下記の

ような出来事がありましたか」の設問の【家計の先

行きについて不安を感じた】に対して，「あった

（最近 2 か月間に，はじめて経験した）」，「あった

（以前にもあった）」，「なかった（以前にはあった）」，

「これまで一度もなかった」の選択肢が設けられて

いる。COVID-19への怖れについて，【新型コロナ

ウイルスがとても怖い】に対して「まったくあては

まらない」，「あてはまらない」，「どちらでもない」，

「あてはまる」，「とてもあてはまる」の選択肢が設

けられている。また，【政府（国，市区町村）から

受け取る予防接種（ワクチン）についての情報は，

確かで信頼できる】に対して「まったくそう思わな

い」，「そう思わない」，「どちらでもない」，「まあそ

う思う」，「とてもそう思う」の選択肢が設けられて

いる。さらに【新型コロナウイルスワクチンは，間

違いなく私に効果がある】に対して「強く賛成す

る」，「多少賛成する」，「どちらでもない」，「多少反

対する」，「強く反対する」の選択肢が設けられてい

る。

. ワクチン接種とワクチンパスポートに関する

意識

ワクチンの意識を問う設問（「ワクチン接種につ

いて，そのようにした・そのように考えた理由を選

んでください」）では，ワクチン接種済みの人に

【すでに接種した人のワクチンの反応を知っている

から】，【医療従事者にそうするように勧められたか

ら】，【無料で受けられるから】など10項目が設けら

れている（複数回答可）。また，ワクチン接種を希

望しない人に【接種しに行く時間がないから】，【短

期的な副反応（アナフィラキシー，疼痛など）が心

配だから】，【ワクチンを打つことの長期的な副反応

が分かっていないから】，【すでにかかったことがあ

るから】など10項目が設けられている（複数回答可）。

ワクチン接種後の行動の変化では，「ワクチンを

接種したことによって，あなたの気持ちはどう変化

しましたか」という設問に対して，【新型コロナウ

イルスに感染することに対する恐れ】，【会食をする

ことへの抵抗感】など 9 つの設問があり，「もとも

とない（接種後もない）」，「増えた」，「変わらない

（もともとあって，接種後も変わらない）」，「減った」

の選択肢が設けられている。

ワクチンパスポートに関する意識を問う設問で

は，「新型コロナウイルスのワクチン接種を公的に

証明する「ワクチンパスポート」（新型コロナウイ

ルスワクチン接種証明書）の導入が国内外で実施，

または検討されています。あなたは，以下の意見に

ついてどう思いますか」という質問に対して，【「ワ

クチンパスポート」を経済回復のために活用するべ

きだ】，という項目が設けられ，「まったくそう思わ

ない」，「あまりそう思わない」，「どちらでもない」，

「まあそう思う」，「強くそう思う」の 5 択の選択肢

が設けられている。

. 最終学歴および職業

最終学歴は『中学卒業者』，『高校卒業者』，『高専・

専門学校・短大卒業者』，『大学卒業者・大学院修了

者』，『その他』の 5 つの区分と定義した。職業は

『管理職』，『専門・技術職』，『事務職』，『営業販売

職』，『サービス業』，『保安職』，『生産工程・機械組

み立て職』，『輸送・機械運転職』，『建設・採掘職』，

『運搬・清掃・包装職』，『その他』，『無職』の12区

分とした。最終学歴，職業ともに20歳から79歳まで

のすべての年齢層を含んで分析を行った。

. 統計解析

 ワクチン接種と意識

ワクチン接種状況を人口属性や社会経済的要因ご

とに評価するため，「ワクチン接種済み（2 回）」率

を性，年齢（5 歳区分），最終学歴，職業，世帯人

数ごとに算出した。また，人口重み付けした接種率

を算出した（以下の分析も同様）。さらに性別につ

いて人口重み付け単ポアソン回帰分析（女性を基

準），年齢について性別を共変量とした人口重み付

け多変量ポアソン回帰分析（5054歳を基準），最終

学歴・職業・世帯人数は性別と年齢を共変量とした
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図 分析対象者の絞り込みフローおよび調査時のワクチン接種状況・意向の分布
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人口重み付け多変量ポアソン回帰分析（それぞれ，

『高校卒業者』と『事務職』を基準）を行いそれぞ

れの接種率比を算出した。また，所得の変化や意識

（政府への信頼）などを説明変数として，性別，年

齢，最終学歴を共変量とした人口重み付け多変量ポ

アソン回帰分析を行いそれぞれの接種率比を算出し

た。

「ワクチン接種済み（2 回）」群のうち，ワクチン

の種類の分布割合を算出した。また，「ワクチン接

種について，そのようにした・そのように考えた理

由」について 9 つの選択肢がそれぞれ選ばれた割合

を算出した。さらに，「ワクチンを接種したことに

よって，あなたの気持ちはどう変化しましたか」に

ついて 9 つの選択肢で「減った」と回答した割合を

それぞれ算出した。ワクチンを「接種したくない」

群で，「ワクチン接種について，そのようにした・

そのように考えた理由」について 9 つの選択肢がそ

れぞれ選ばれた割合を算出した。ワクチン接種は高

齢者（65歳以上）から優先接種が始まった社会的な

背景から，上記のそれぞれについて生産年齢人口

（20歳から64歳）と高齢者（65歳以上）ごとに限定

して割合を算出し，x2 検定を行った。

 接種証明書（ワクチンパスポート）の活用に

関する支持

ワクチンパスポートを「経済回復のために活用す

べき」と考える割合（「強くそう思う」，「まあそう

思う」の合計重み付け後）をワクチン接種状況，

性，年齢，最終学歴，職業別に算出した。ワクチン

接種状況を説明変数とし，性，年齢，最終学歴，職

業を共変量とした人口重み付け多変量ポアソン回帰

分析を行いそれぞれの比（Prevalence ratio）を算出

した。さらに，所得の変化や意識（政府への信頼）

などを説明変数として，性別，年齢，最終学歴，職

業，ワクチン接種状況を共変量とした人口重み付け

多変量ポアソン回帰分析を行いそれぞれの比

（Prevalence ratio）を算出した。

 研 究 結 果

. ワクチン接種状況

図 1 に分析対象者の絞り込みフロー，および調査

時のワクチン接種状況・意向の分布を示す。27,423

人の調査参加者（不正解答を除いた2079歳女性

13,884人，男性13,539人）のうち，「ワクチン接種

済み（2 回）」が20,515人（74.8），「ワクチン接種

済み（1 回）」が2,316人（8.5），「接種希望」が

1,155人（4.2），「様子を見てから接種希望」が

1,695人（6.2），「接種したくない（接種希望なし）」

が1,742人（6.3）であった。

. ワクチン接種率（性，年齢，最終学歴，職

業，世帯人数）

表 1 に研究参加者の人口属性とワクチン接種率お

よび接種率比を示す。本研究参加者では『大学・大
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表 研究参加者の人口属性と COVID-19ワクチン接種率および接種率比（n＝27,423)

研究参加者の分布 ワクチン接種済み（2 回)

人数 () 人口重み付け
割合（)

人口重み付け
接種率（)

接種率比 95信頼区間

性別

女性 13,884 50.6 50.6 72.9 Reference

男性 13,539 49.4 49.4 72.3 0.99 (0.971.02)

年齢

2024歳 1,829 6.7 6.8 57.7 0.77 (0.720.83)

2529歳 1,797 6.6 6.4 51.0 0.68 (0.630.74)

3034歳 1,963 7.2 6.4 57.6 0.77 (0.730.82)

3539歳 2,186 8.0 8.7 52.8 0.71 (0.660.76)

4044歳 2,600 9.5 9.1 62.9 0.84 (0.800.89)

4549歳 2,854 10.4 10.8 69.1 0.93 (0.880.97)

5054歳 2,529 9.2 9.0 74.6 Reference

5559歳 2,256 8.2 8.4 78.5 1.05 (1.011.10)

6064歳 2,234 8.1 7.3 85.2 1.14 (1.091.19)

6569歳 2,648 9.7 10.5 90.7 1.22 (1.171.26)

7074歳 2,655 9.7 9.7 88.2 1.18 (1.131.23)

7579歳 1,872 6.8 6.8 92.3 1.24 (1.191.29)

最終学歴

中学卒業者 357 1.3 3.9 71.7 0.86 (0.780.96)

高校卒業者 7,316 26.7 48.9 73.1 Reference

高専・専門学校・短大卒業者 6,158 22.5 20.4 70.9 1.04 (1.011.07)

大学卒業者・大学院修了者 13,438 49.0 25.7 73.9 1.09 (1.071.12)

その他 154 0.6 1.2 57.3 0.76 (0.610.95)

職業

管理職 1,956 10.9 9.8 76.2 1.02 (0.971.07)

専門・技術職 3,542 19.7 15.3 75.4 1.05 (1.011.09)

事務職 3,858 21.5 19.7 73.1 Reference

営業販売職 1,957 10.9 10.5 67.0 0.91 (0.860.96)

サービス業 1,331 7.4 8.0 65.6 0.93 (0.870.98)

保安職 172 1.0 1.3 81.6 1.19 (1.071.32)

生産工程・機械組み立て職 963 5.4 8.8 68.8 0.97 (0.911.03)

輸送・機械運転職 278 1.5 2.2 62.9 0.84 (0.750.94)

建設・採掘職 206 1.1 2.0 59.0 0.80 (0.700.91)

運搬・清掃・包装職 497 2.8 3.7 57.7 0.76 (0.690.85)

その他 3,199 17.8 18.8 68.3 0.87 (0.830.91)

無職 9,464 ― ― 76.9 0.83 (0.790.86)

世帯人数（同居家族数)

単身世帯 5,748 21.0 15.8 66.8 Reference

2 人世帯 9,541 34.8 34.1 79.7 1.11 (1.071.14)

3 人世帯 6,278 22.9 23.7 71.3 1.12 (1.081.16)

4 人以上の世帯 5,856 21.4 26.4 68.1 1.14 (1.091.18)

性別は人口重み付け単ポアソン回帰分析，年齢は性別を共変量，最終学歴・職業・世帯人数はそれぞれ性別と年齢

を共変量とした人口重み付け多変量ポアソン回帰分析の結果を示す
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学院卒業者』の割合が49.0（粗割合）であり最多

であったが，人口重み付けにより高校卒業者の割合

が48.9と最も多くなった。一方で，職業分布では

事務職が21.5（粗割合）で最多で，人口重み付け

後も職業分布に大きな変化はなかった。

「ワクチン接種済み（2 回）」率（人口重み付け後）

は，女性で72.9，男性で72.3であり男女で差が

なく（調整済み接種率比，0.9995信頼区間
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表 研究参加者の要因（所得の変化や意識など）と COVID-19ワクチン接種率および接種率比（n＝27,423)

研究参加者
の分布

人数 ()

ワクチン接種済み（2 回)

人口重み付け
接種率（)

接種率比 95信頼区間

所得の変化（過去 1 年間)

所得の変化なし 12,310 44.9 72.6 Reference

所得が減った 7,912 28.9 71.4 0.96 (0.930.98)

該当しない（もともと仕事をしていないなど) 7,201 26.3 74.0 0.89 (0.870.92)

家計の先行きについて不安を感じた（最近 2 か月間)

不安なし 20,610 75.2 73.9 Reference

不安あり 6,813 24.8 68.9 0.98 (0.951.002)

新型コロナウイルスがとても怖いと感じる

まったくあてはまらない・あてはまらない 3,303 12.0 57.2 0.87 (0.830.91)

どちらでもない 6,599 24.1 68.1 Reference

とてもあてはまる・あてはまる 17,521 63.9 77.0 1.09 (1.061.12)

政府（国，市区町村）からのワクチン情報は確かで信頼できると感じる

まったくそう思わない・そう思わない 3,251 11.9 46.7 0.70 (0.660.75)

どちらでもない 10,935 39.9 67.8 Reference

とてもそう思う・まあそう思う 13,237 48.3 83.7 1.17 (1.151.20)

新型コロナウイルスワクチンは，間違いなく私に効果がある

強く反対する・多少反対する 1,997 7.3 28.0 0.47 (0.420.52)

どちらでもない 9,769 35.6 61.3 Reference

強く賛成する・多少賛成する 15,657 57.1 87.4 1.32 (1.281.35)

性別，年齢，最終学歴を共変量とした人口重み付け多変量ポアソン回帰分析の結果を示す。
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0.971.02），高齢者ほど高い傾向にあった。最終学

歴でみると，『大学・大学院卒業者』において「ワ

クチン接種済み（2 回）」率は73.9であり，『高校

卒業者』の73.1に比べて接種率は同程度であった

が，性，年齢を調整すると有意に接種率が高かった

（調整済み接種率比，1.0995信頼区間1.07

1.12）。その一方で，『中学卒業者』において「ワク

チン接種済み（2 回）」率は71.7で，性，年齢を

調整すると『高校卒業者』に比べて有意に接種率が

低かった（調整済み接種率比，0.8695信頼区

間0.780.96）。職業別では『事務職』で73.1で

あり，これと比較すると『保安職』（81.6），『管

理職』（76.2），『専門・技術職』（75.4）におい

て接種率が高い傾向にあった（『事務職』に対する

『専門・技術職』の調整済み接種率比，1.0595

信頼区間1.011.09）。一方で，『輸送・機械運転

職』（62.9），『建設・採掘職』（59.0），『運搬・

清掃・包装職』（57.7）では接種率が低い傾向に

あった（『事務職』に対する『運搬・清掃・包装職』

の調整済み接種率比，0.7695信頼区間0.69

0.85）。世帯人数（同居家族数）ごとにみると，『4

人以上の世帯』において接種率は68.1で，性，年

齢を調整すると『単身世帯』に比べて有意に接種率

が高く（調整済み接種率比，1.1495信頼区間

1.091.18），世帯人数が多い人の方が接種率が高い

傾向にあった（P for trend ＜0.01）。

表 2 にコロナ禍での所得の変化や政府の信頼など

とワクチン接種率の関連を示す。「所得が減った」

群（ワクチン接種率71.4）では「所得の変化が

なかった」群（72.6）に比べて有意に接種率が低

かった（調整済み接種率比，0.9695信頼区間

0.930.98）。新型コロナウイルスがとても怖いと感

じるかについて「とてもあてはまる・あてはまる」

群（77.0）では「どちらでもない」群（68.1）

に比べて有意に接種率が高かった（調整済み接種率

比，1.0995信頼区間1.061.12）。また，政府

（国，市区町村）からのワクチン情報は確かで信頼

できると感じるかについて「とてもそう思う・まあ

そう思う」群（83.7）では「どちらでもない」群

（67.8）に比べて有意に接種率が高かったが（調

整済み接種率比， 1.17 95信頼区間 1.15

1.20），その一方で，「まったくそう思わない・そう

思わない」群（46.7）では有意に接種率が低かっ

た（調整済み接種率比，0.7095信頼区間0.66

0.75）。

. ワクチン接種に関する意識とその変化

表 3 にワクチン接種済み（2 回）群におけるワク

チンの種類・意識とその変化を生産年齢人口（20歳
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表 COVID-19ワクチン接種済み（2 回）群におけるワクチンの種類，意識とその変化（n＝20,515)

全体
()

年 齢 別（)

2064歳 6579歳 P 値（x2 検定)

COVID-19ワクチンの種類

コミナティー（ファイザー) 78.6 72.8 90.0 ＜0.01

武田/モデルナ 18.8 25.3 6.0

ジョンソン・エンド・ジョンソン 0.1 0.1 0.1

アストラゼネカ 0.4 0.3 0.6

その他 0.2 0.1 0.3

分からない 1.9 1.4 3.0

ワクチン接種について，そのようにした・そのように考えた理由（複数回答可)

すでに接種した人のワクチンの反応を知っているから 28.1 28.9 26.6 ＜0.01

家族や友人にそうするように勧められたから 13.5 14.8 11.0 ＜0.01

医療従事者にそうするように勧められたから 13.4 10.7 18.7 ＜0.01

SNS でそうするように勧められたから 0.9 1.1 0.5 ＜0.01

メディアでそうするように勧められたから 8.1 6.2 11.9 ＜0.01

新型コロナウイルスに感染することが心配だから 49.1 43.5 60.3 ＜0.01

自分は重症化のリスクが高いと思うから 19.6 14.4 29.9 ＜0.01

家族や周りの人に感染させたくないから 53.0 48.5 61.8 ＜0.01

接種することが社会にとって必要だと思うから 49.5 45.1 58.3 ＜0.01

無料で受けられるから 40.1 38.6 42.9 ＜0.01

ワクチンを接種したことによって，あなたの気持ちはどう変化しましたか（それぞれ「減った」の割合）

新型コロナウイルスに感染することに対する恐れ 27.8 23.6 36.1 ＜0.01

新型コロナウイルス感染症で死ぬことに対する恐れ 30.2 26.8 36.8 ＜0.01

外出への抵抗感 21.0 20.2 22.5 ＜0.01

家族・親類に対面で会うことへの抵抗感 23.4 22.8 24.8 ＜0.01

友人・知人に対面で会うことへの抵抗感 22.7 21.9 24.3 ＜0.01

外食すること（飲酒を伴わない）への抵抗感 20.6 20.5 20.9 0.52

外食すること（飲酒を伴う）への抵抗感 16.9 16.9 17.0 0.89

会食をすることへの抵抗感 17.0 16.6 17.8 0.04

対面で行う趣味や娯楽に対する抵抗感 17.3 17.1 17.8 0.18

人口重み付け割合（)

表 COVID-19ワクチンを「接種したくない」群の意識（n＝1,742)

人口重み付け割合（)

全体
年 齢 別

2064歳 6579歳 P 値（x2 検定)

ワクチン接種について，そのようにした・そのように考えた理由（複数回答可)

接種しに行く時間がないから 5.6 6.8 0.5 ＜0.01

副反応が心配だから 44.5 42.3 53.8 ＜0.01

効果があまりないと思うから 21.3 22.1 18.1 0.09

短期的な副反応（アナフィラキシー，疼痛など）が心配だから 24.4 24.3 24.7 0.86

ワクチンを打つことで死ぬのが心配だから 23.7 24.4 20.8 0.14

ワクチンを打つことの長期的な副反応が分かっていないから 34.2 32.9 39.5 0.02

ワクチンの許認可の経緯が信用できないから 28.2 26.0 37.1 ＜0.01

自分はかからないと思っているから 7.6 6.4 12.5 ＜0.01

自分は重症化のリスクが低いと思うから 5.9 5.9 6.0 0.96

すでにかかったことがあるから 0.8 0.9 0.1 0.07

人口重み付け割合（)
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表 ワクチンパスポートを経済回復のために活用

するべきと考える割合および比

人口重み
付け割合
（)

比 95信頼区間

COVID-19ワクチン接種の状況

ワクチン接種済み（2 回) 41.8 Reference

ワクチン接種済み（1 回) 35.9 0.89 (0.820.97)

接種希望（予約待ちなど) 32.4 0.80 (0.710.91)

様子を見てから接種したい 15.6 0.39 (0.330.46)

接種したくない 12.2 0.30 (0.250.37)

性別

女性 36.0 Reference

男性 37.9 1.06 (1.011.11)

年齢

2024歳 34.2 1.02 (0.901.15)

2529歳 32.6 0.99 (0.871.12)

3034歳 37.5 1.11 (0.991.23)

3539歳 32.5 1.00 (0.891.11)

4044歳 31.9 0.94 (0.851.04)

4549歳 35.2 1.02 (0.921.12)

5054歳 35.0 Reference

5559歳 39.0 1.09 (0.991.20)

6064歳 43.1 1.19 (1.071.32)

6569歳 39.3 1.08 (0.971.21)

7074歳 41.0 1.13 (1.021.26)

7579歳 42.7 1.17 (1.041.32)

最終学歴

中学卒業者 28.1 0.80 (0.621.04)

高校卒業者 35.3 Reference

高専・専門学校・短大卒業者 36.2 1.06 (0.9981.13)

大学卒業者・大学院修了者 42.4 1.20 (1.141.26)

職業

管理職 37.5 0.94 (0.851.04)

専門・技術職 37.3 0.97 (0.891.05)

事務職 36.9 Reference

営業販売職 40.4 1.09 (0.991.20)

サービス業 34.9 1.00 (0.881.13)

保安職 35.3 0.93 (0.701.24)

生産工程・機械組み立て職 33.5 0.95 (0.831.09)

輸送・機械運転職 35.3 0.99 (0.811.21)

建設・採掘職 28.0 0.85 (0.631.14)

運搬・清掃・包装職 30.7 0.95 (0.781.15)

その他 36.4 1.03 (0.931.13)

無職 38.0 1.02 (0.941.10)

「強くそう思う」または「まあそう思う」の割合

ワクチン接種の状況を説明変数とし，性，年齢，最終学

歴，職業を共変量とした人口重み付け多変量ポアソン回帰

分析の結果（比Prevalence ratio）を示す
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から64歳）と高齢者（65歳以上）ごとに示す。ファ

イザー社製が78.6，モデルナ社製が18.8であ

り，接種した理由で最も割合が高かったのは「家族

や周りの人に感染させたくないから」の53.0だっ

た（いずれも人口重み付け後）。すべての項目につ

いて生産年齢人口と高齢者で有意な差が認められ，

高齢者の方が感染リスクや重症化リスクを理由とし

てワクチンを接種していた。一方で意識の変化につ

いては，9 つの質問項目のうち「新型コロナウイル

ス感染症で死ぬことに対する恐れ」が減ったと回答

した者の割合が30.2と最も高かった。さらに男女

別に解析したところ，「新型コロナウイルスに感染

することが心配だから」（2064歳女性で50.0，

男性で36.9，P＜0.01）と「家族や周りの人に感

染させたくないから」（2064歳女性で55.5，男

性で41.4，P＜0.01）の項目について女性（とく

に2064歳）の方が割合が高かった（表中には示し

ていない）。

表 4 にワクチンを「接種したくない」群の意識の

結果を示す。その理由で最も割合が高かったのは

「副反応が心配だから」の44.5（高齢者に限定す

ると53.8），次いで「ワクチンを打つことの長期

的な副反応が分かっていないから」の34.2（高齢

者に限定すると39.5）だった。これらの項目は女

性において男性より割合が高かった（表中には示し

ていない）。

. ワクチンパスポート活用に関する意識

表 5 に「ワクチンパスポート」を経済回復のため

に活用するべきだと考える割合および比（Preva-

lence ratio）を示す。この割合は「ワクチン接種済

み（2 回）」群で41.8，「ワクチン接種済み（1 回）」

群で35.9，「接種希望（予約待ちなど）」群で

32.4，「様子を見てから接種したい」群で15.6，

「接種したくない」群で12.2と，ワクチン接種に

消極的な人ほど低い傾向にあった（P for trend ＜

0.01，『ワクチン接種済み（2回）』群に対する『接

種したくない』群の調整済み比，0.3095信頼区

間0.250.37）。男性・高齢者においてこの割合が

高い傾向にあった。最終学歴別にみると，『大学・

大学院卒業者』（42.4）で最も高く（『高校卒業者』

に対する調整済み比，1.2095信頼区間1.14

1.26），職業別にみると『営業販売職』（40.4）で

最も高かった（『事務職』に対する調整済み比，

1.0995信頼区間0.991.20）。

表 6 にコロナ禍での所得の変化や意識とワクチン

パスポートについての関連を示す。「所得が減った」

群（ワクチンパスポートを経済回復のために活用す

べき38.5）では「所得の変化がなかった」群

（37.1）に比べて差はなかった（調整済み比，

1.0395信頼区間0.981.09）。新型コロナウイ

ルスがとても怖いと感じるかについて「とてもあて

はまる・あてはまる」群（39.4）では「どちらで

もない」群（30.1）に比べて有意に割合が高かっ

た（調整済み比，1.2395信頼区間1.161.31）。

また，政府（国，市区町村）からのワクチン情報は
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表 研究参加者の要因（所得の変化や意識など）

ごとのワクチンパスポートを経済回復のため

に活用するべきと考える割合および比

人口重み
付け割合
（)

比 95信頼区間

所得の変化

収入変化なし 37.1 Reference

収入減 38.5 1.03 (0.981.09)

該当なし 35.1 0.89 (0.820.96)

家計の先行きに不安

不安なし 36.0 Reference

不安あり 39.7 1.14 (1.081.20)

新型コロナウイルスがとても怖い

まったくあてはまらない・
あてはまらない 38.4 1.36 (1.261.48)

どちらでもない 30.1 Reference

とてもあてはまる・
あてはまる 39.4 1.23 (1.161.31)

政府ワクチン情報信頼

まったくそう思わない・
そう思わない 22.1 0.95 (0.851.06)

どちらでもない 27.5 Reference

とてもそう思う・まあそう思う 49.5 1.64 (1.561.73)

新型コロナウイルスワクチンは，間違いなく私に効果がある

強く反対する・多少反対する 19.3 1.12 (0.971.31)

どちらでもない 21.7 Reference

強く賛成する・多少賛成する 51.0 2.12 (2.002.26)

「強くそう思う」または「まあそう思う」の割合

性，年齢，最終学歴，職業，ワクチン接種の状況を共変量と

した重み付け多変量ポアソン回帰分析の結果（比Preva-

lence ratio）を示す
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確かで信頼できると感じるかについて「とてもそう

思う・まあそう思う」群（49.5）では「どちらで

もない」群（27.5）に比べて有意に割合が高かっ

た（調整済み比，1.6495信頼区間1.561.73）。

さらに，「新型コロナウイルスワクチンは間違いな

く私に効果がある」という設問に対して，「強く賛

成する・多少賛成する」群（51.0）では「どちら

でもない」群（21.7）に比べて有意に割合が高かっ

た（調整済み比，2.1295信頼区間2.002.26）。

 考 察

2021年 910月において，COVID-19のワクチン

接種率は男女で差がなかったものの，大学以上卒業

者や専門職，世帯人数が多い人でより高い傾向に

あった。世帯人数が多い人の方が接種率が高い傾向

にあることは，家族に感染させたくないなどの配慮

から，また家族がワクチン接種を勧めたことなどの

要因で接種率が高いと考えられる。さらに政府・自

治体のワクチン情報を信頼していることはワクチン

接種に独立の要因として関連していることが示唆さ

れた。また，高齢者において COVID-19感染への

怖れや重症化リスクがワクチンの接種理由となって

いた。一方で，ワクチンを接種しない理由としては

副反応の心配が主な要因であった。ワクチンパス

ポートの活用について肯定的な者の割合は，ワクチ

ン接種済群においても約40程度にとどまってお

り，政府・自治体のワクチン情報を信頼している群

でも約50程度にとどまっていることが明らかに

なった。したがって，旅行や飲食店の利用など経済

活動の活性化のためのワクチンパスポートの活用に

関して人々の支持は高くないことが示唆された。

本研究では人口重み付け後の 2 回目のワクチン接

種率は女性で72.9，男性で72.3であり，この率

は高齢であるほど高い傾向にあり最高は7579歳の

92.3であった。これらの値は調査時期（2021年 9

10月）におけるわが国全体の 2 回目のワクチン接種

率と近い値であり，一般化可能性が高いと考えられ

る30,31)。さらに，人口属性についても研究参加者で

は大学以上卒業者の割合が高かったものの，人口重

み付けにより国勢調査の結果と同様に高校卒業者

（4550程度を占める）が最も多い分布になってお

り32)，学歴と職業に関しても一般化可能性が高いと

考えられる。また，ポアソン回帰分析を行った分析

について，ロジスティック回帰分析と Negative

binomial 回帰分析を用いてそれぞれサブ解析を行っ

たところ同様の結果が得られた。

本研究では学歴によりワクチン接種率に違いがあ

り，中学卒業者と高校卒業者では大学以上卒業者に

比べてワクチン接種率は低いことが明らかになっ

た。年齢が高いほどワクチン接種率は高く，かつ，

中学卒業者や高校卒業者の割合が高いことから，年

齢が交絡因子となり学歴によるワクチン接種率の差

をみかけ上，小さくしている。ワクチンの一般接種

が始まる直前の2021年 2 月の調査では中学卒業者と

短大/専門学校卒業で「接種したくない」人がより

多かったことから15)，本研究結果は，大学以上卒業

者でない人はワクチンをより忌避する傾向があり，

2021年 910月において実際にワクチン接種を受け

た割合が低い傾向にあったことを裏付けるものであ

る。大学以上卒業者でよりワクチン接種率が高い理

由として2021年時点での職域接種の受けやすさ（大

企業では中小企業より専属の産業医などが配置され

よりスムーズに職域接種が始まったこと）や医療従

事者など優先接種を受けた職種に就いている割合の

違いなどが考えられる。しかしながら，中学卒業者

や高校卒業者において医療情報リテラシーの不足か

らワクチン接種のメリットについて十分に理解がで

きないままワクチン接種を受けていないとすれば，

COVID-19の免疫獲得などを通じて新たな健康格差
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につながる可能性がある。具体的には，表 4 で示し

たように，ワクチン接種を避ける理由として「ワク

チンを打つことの長期的な副反応が分かっていない

から」などの副反応に関する要因に医療情報を読み

解くリテラシーが中間変数として接種率の差に寄与

していることが考えられる。一方で，「ワクチンの

許認可の経緯が信用できないから」などについては

医療情報リテラシーとは異なった要因（政府への不

信など）の影響が考えられる。学歴など人口属性に

よるワクチン接種率の違いは，たとえばイギリスで

も報告されており33)，4 回目以降のワクチン接種が

議論されているわが国においても今後留意し続ける

べきである。

本研究では政府などからのワクチン情報への信頼

が低いとワクチン接種率が低いという明瞭な関係が

明らかになった。この結果は，COVID-19への予防

行動を頻繁に行っている人の割合は，政府をより信

頼している人では政府をあまり信頼していない人に

比べて，約 5高いことを報告した先行研究と一致

するものである14)。したがって，ワクチン接種率の

向上には公的機関からの科学的なワクチン情報の発

信とともに，政府の情報を信頼しない人々に対して

どのようにアプローチするかが鍵となると示唆され

た。また，本研究では副反応を理由にワクチンを接

種したくないと考える人が多いことが示され，さら

にワクチンの長期的な副反応に対する不安も理由と

なっていることが明らかになった。これらの結果も，

2021年 2 月調査の先行研究と一致している15)。した

がって，ワクチン接種者の短期・長期的な追跡研究

に基づく科学的エビデンスを蓄積し情報発信を行っ

て，副反応などについて理解を深めた上でワクチン

接種を希望する人を増やすことが公衆衛生・医療保

健行政に求められている。

経済活動回復のためのワクチンパスポートの支持

率は，ワクチン接種の状況で明瞭な差があり，ワク

チン接種に消極的な人ほどこの割合が低いことが明

らかになった。この傾向は◯ワクチン接種済みの人

の方がワクチンパスポートにより行動制限を緩和さ

れることでより受益的であること，◯ワクチン接種

に消極的な人ほど政府の情報を信頼しない傾向があ

り，したがって政府が主導する経済対策（ワクチン

パスポートの活用）にも賛同しないことの両面から

合理的な結果であった。なお，後者の関連ではワク

チン接種の状況を調整しても政府の情報を信頼しな

い人ではワクチンパスポートの支持率が低かったこ

とから，政府の情報を信頼するかどうかはワクチン

パスポートの支持（およびワクチンの接種状況）に

独立して関連する要因であることが明らかになっ

た。人口属性に着目すると，男性・高齢者（60歳以

上）・大学以上卒業者・営業販売職でワクチンパス

ポート支持率が高い傾向にあった。高齢者において

はワクチン接種の状況を調整してもワクチンパス

ポートの支持率が高く，「自分のワクチン接種に関

わらず，周りの高齢者は接種している」ことでワク

チンパスポートがより受益的であると感じている可

能性が考えられる。また，高齢者は飲食店などで煩

雑なワクチンパスポートの運用に携わる側でなく，

専ら利用者の側であることも関連しているかもしれ

ない。学歴との関連について，年齢を調整してもな

お大学以上卒業者の方がワクチンパスポート支持率

が高かったのは，ワクチンパスポートではスマート

フォンなどの電子端末を用いた運用が想定されるた

め，大学以上卒業者の方がより受益的であると感じ

たのかもしれない。職業別では（事務職に対しては

統計的に有意ではなかったものの）営業販売職でワ

クチンパスポート支持率が最も高かった（40.4）。

初回の緊急事態宣言発出（2020年 4 月）を契機とし

て，小売・販売業などでは対面の接客が事実上厳し

く制限され業績の悪化など大きな影響を受けた背景

から，営業販売職では行動制限が緩和される自身の

受益より，集客増による営業販売業界の活性化を期

待してワクチンパスポートをより支持している可能

性が考えられる。こうした側面（個人の行動制限が

緩和される受益より経済回復による恩恵の期待）

は，家計の先行きに不安を感じている人々において

よりワクチンパスポートの支持率が高かったことに

照らしても合理的な解釈であると考えられる。

先の段落で論じたように，ワクチンパスポートの

支持率はワクチン接種状況や人口属性で違いがあっ

た。しかし，ワクチンパスポートの支持率は，ワク

チン接種済群においても約40程度にとどまってお

り，旅行や飲食店の利用など経済活動の活性化に向

けたワクチンパスポートの活用に関して人々の支持

や関心は高くないと言える。ワクチンパスポートの

支持率が全体的に低い理由として，◯自身がワクチ

ン接種をしても COVID-19感染の機会は接する相

手のワクチン接種状況に依存するなど，「コロナ禍

における慎重な行動を重視する意見（行動制限肯定

派）」と◯経済回復のためには規制や行動制限が完

全撤廃された「コロナ前の経済活動を目指すべきと

いう積極的な行動を重視する意見（行動制限否定

派）」という相反する意見の両方が寄与していると

考えられる。調査時期（2021年 910月）では北海

道・首都圏・中京圏・関西圏・沖縄県など広範囲に

緊急事態宣言が発出されていた時期にあたり，前者

の意見を持っていた人が多いと考えられる。一方
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で，調査時期は2021年11月に確認されたオミクロン

株（変異株）による世界的な COVID-19感染急拡

大の前で，わが国におけるワクチン接種者（2 回目

完了者）が対象者全世代の70を超えた時期にあた

り30,31)，後者の意見を持つ人も増えた時期であると

も考えられる。たとえば，サービス業では業種が似

ている営業販売職と比べてワクチンパスポートの支

持率は低かった。これはサービス業では煩雑なワク

チンパスポートの運用による業績良化の期待よりむ

しろ規制や行動制限が完全に撤廃された形を理想と

考え，ワクチンパスポートを支持しなかった人が多

かったのかもしれない。したがって，経済活動の活

性化のためのワクチンパスポートに関する今後の議

論では行動制限肯定派・否定派のどちらの態度でワ

クチンパスポートを支持しないと考えているか考慮

が必要である。

国際的にみると，ワクチンパスポート導入はワク

チン接種が先行したイギリスにおいて2021年春から

議論され，2021年夏ごろからフランス（衛生パス），

アメリカ・ニューヨーク州（エクセシオール・パ

ス），イタリア，イギリス（COVID Pass）などで

商業施設への入店や公共交通機関の利用の際に社会

実装された。これらの導入にあたっては抗議デモが

起こるなど反対活動が見られた国もあるものの，経

済活動の活性化に向けたプロセスとして政府が導入

を推し進めた例が多い。しかしながら，2022年以降

の各国の COVID-19対策の緩和と撤廃により，ワ

クチンパスポートの運用・推奨は上記の国において

半 年 足 ら ず で 終 了 し て い る （ 2022 年 7 月 時

点)34～36)。わが国では「新型コロナワクチン接種証

明書アプリ」がリリースされているものの，ワクチ

ンパスポートはいまだに社会実装されておらず，諸

外国の事例を考慮し本研究の結果を加味すると，今

後ワクチンパスポートが導入されても国民が積極的

に，また長期間にわたって活用される可能性は低い

と思われる。

本研究の強みは，「Go To キャンペーン」やワク

チンパスポートの活用という国民の意見が分かれる

可能性のある政策についてタイムリーに調査し，情

報収集を行っている点である。2022年以降，感染制

御や対策に変化があるものの，ワクチンパスポート

は「イベントワクワク割」と関連してホットトピッ

クであり，本研究の実証データは政策の導入や評価

など医療・経済政策に価値があるものである。本研

究における限界の一点目は，ワクチン接種歴が自己

申告であることである。しかし，COVID-19のワク

チン接種は本調査の半年以内に接種機会があり，ま

た，社会的に大きな時事問題となっていたことか

ら，思い出しバイアスによる誤回答は小さいと考え

られる。二点目はワクチンパスポートを含め

COVID-19対策は時期により大きくその意味合いが

変化し，ある一つのトピックが同一の傾向・対策と

ならないことである。本研究では政府が 2 回目のワ

クチン接種完了を目標としていた時期（2021年 9

10月）におけるデータとその分析・考察であり，オ

ミクロン株対策としてのブースター接種（3 回目ワ

クチン接種）や他の国における脱マスク化など

COVID-19対策の完全撤廃などの背景が加わった

2022年以降ではワクチンパスポートに対する意見が

必ずしも同じでないかもしれない。したがって本研

究の結果は調査時期の背景を考慮して解釈されるべ

きである。三点目として，本研究で着目したワクチ

ンパスポートは日本国内での経済活動の活性化に活

用することを指すものであり，政府が2021年12月20

日から実際に提供している「新型コロナワクチン接

種証明書」（ならびにそのアプリ)6,7)の是非につい

て問うたものではない。またこれに関連して，海外

渡航の際に入国先などに接種証明書を提示するプロ

セス6)を問うたものでないことにも注意が必要であ

る。

 結 語

学歴，職業や世帯人数でワクチン接種率に差があ

ること，政府・自治体のワクチン情報を信頼する人

ほどワクチン接種率が顕著に高いことが明らかに

なった。さらに，旅行や飲食店の利用など経済活動

の活性化のための新型コロナワクチン接種証明書

（ワクチンパスポート）の活用に関して人々の期待

や関心は高くないことが示唆された。人口属性によ

りワクチン接種率に差がある現状では，これを考慮

せずワクチンパスポート活用に公的資金を投じるこ

とは国民の受益が不公正となる可能性があることに

留意すべきである。COVID-19の感染拡大による健

康格差を防ぐだけでなく，ワクチン接種などその対

策においても本研究で示したような実証データを基

にした医療・経済政策の意思決定が求められている。

調査にご協力いただいた研究参加者に心より感謝いた
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Prevalence of COVID-19 vaccination and approval rating of the social implementa-

tion of its certiˆcation: the Japan COVID-19 and Society Internet Survey (JACSIS)

in September and October 2021

Hirokazu TANAKA, Takahiro TABUCHI2 and Kota KATANODA
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cy, vaccine & test package

Objective We aimed to investigate the prevalence of COVID-19 vaccination and approval rating of the so-

cial implementation of its certiˆcation to stimulate economic activities such as travel and restaurant

use (`̀ vaccine passport'').

Methods Using data from the Japan COVID-19 and Society Internet Survey (JACSIS) conducted in Sep-

temberOctober 2021, we calculated the prevalence of the COVID-19 vaccination and prevalence

ratios by educational level and occupation. We also analyzed the reasons for (not) being vaccinated.

In addition, we examined the association between the percentage of respondents who thought that

the `̀ vaccine passport'' should be used for economic recovery and socioeconomic status/trust in

government vaccine information.

Results Of 27,423 survey participants (aged 2079 years; 13,884 women and 13,539 men), the preva-

lence of COVID-19 vaccination was 74.8, whereas 1,695 (6.2) `̀ wanted to be vaccinated after

seeing how it went,'' and 1,742 (6.3) indicated an `̀ unwillingness to vaccinate.'' The prevalence

of COVID-19 vaccination did not diŠer between women and men. In addition, the prevalence

among people who graduated from university/graduate school was signiˆcantly higher than that of

high school graduates (adjusted prevalence ratio, 1.09; 95 conˆdence interval (95 CI): 1.07

1.12). Regarding occupation, the adjusted prevalence ratio of `̀ professional/technical'' to `̀ o‹ce

workers'' was 1.05 (95 CI: 1.011.07). Among the `̀ vaccinated (twice)'' group, the most com-

mon reason for vaccination was `̀ do not want to infect family members or others'' (53.0). Among

the `̀ unwillingness to vaccinate'' group, the largest percentage indicated `̀ because I am worried

about adverse reactions'' (44.5). Among the `̀ unwillingness to vaccinate'' group, only 12.2 of

respondents answered that the `̀ vaccine passport'' should be utilized for economic recovery, while

41.8 of the `̀ vaccinated (twice)'' group agreed with having the `̀ vaccine passport'' (adjusted

prevalence ratio, 0.30; 95 CI: 0.250.37). By occupation, the highest percentage was the `̀ sales

and marketing'' workers (40.4). This proportion was signiˆcantly higher in the `̀ strongly or fair-

ly agree'' group (49.5) for the reliability of vaccine information from the government than in the

`̀ neither agree nor disagree'' group (27.5, P＜0.01).

Conclusion DiŠerences in the prevalence of COVID-19 vaccination were found by socioeconomic status. In

addition, trust in government information was associated with an approval rating of the social im-

plementation of the `̀ vaccine passport'' in Japan. However, the results suggest that citizens' expec-

tations and interests are not high regarding the use of the `̀ vaccine passport'' to stimulate economic

activity.
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